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写真 1 ハイプロダクリートの外観 

 

図 1 各コンクリートのＣＯ２排出量 写真 2 施工完了後の状況 

                  
 

２０２６年３月３１日 

省ＣＯ２・省力化コンクリート「ハイプロダクリート」を実工事に初適用！ 

～鉄道工事のＧＸを推進し、ＣＯ２排出量の削減と施工時間の短縮を実現～ 

 

東急電鉄株式会社 

東急建設株式会社 

東京理科大学 

 

東急電鉄株式会社（以下、東急電鉄）、東急建設株式会社（以下、東急建設）、東京理科大学は、土木工事のＧＸ（グリーント

ランスフォーメーション）※１の一環として、ＣＯ２排出量削減と施工の省力化を実現するため、研究を重ね、次世代コンクリート

「ハイプロダクリート（Ｈｉｇｈ－ｐｒｏｄｕｃｒｅｔｅ）」（商標登録第６９５６６９７号）を、２０２６年１月７日（水）に着手した東横線日吉駅～

綱島駅間（１５k４２０m 付近）高架橋下整備工事その２（以下、本工事）に実工事として初めて適用しました。 

 

 「ハイプロダクリート」は、生産性の向上を実現できるコンクリートの総称で、国土交通省関東地方整備局が実施する「大学等

研究機関とのマッチング」制度※２を活用し、東京理科大学（申請者：加藤佳孝教授）と東急建設が共同で開発しました。本工事

で適用したタイプは、コンクリートの主なＣＯ２排出源であるポルトランドセメントの大部分を、副産物やリサイクル材料などの資

源循環材料を使用した混和材に置き換えることで、ＣＯ２排出量を削減するものです。また、従来のスランプ管理のコンクリート

よりも流動性を高めることで、施工の合理化や省力化を可能にしました。加えて、配合設計に関する研究を進めたことで、配合

設計の面でも合理化を図ることができるようになりました。 

 

本工事では、高架橋下の舗装に適用しました。その結果、標準的に使用されている普通セメントと比較して、コンクリート工

事のＣＯ２排出量を６６％削減することに成功し、日本が２０３５年度までの目標として掲げる温室効果ガス排出量６０％削減※３

の達成に寄与する効果を確認しました。また、施工時間についても従来比で６１％削減されました。これによって、「ハイプロダ

クリート」が研究開発段階とは異なる使用材料、生コンプラントおよび部材に適用した場合でも、ＣＯ２排出量削減と施工の省力

化を実現できることが実証されました。さらに、施工中に使用する発電機などの稼働時間が削減され、脱炭素や省エネルギー

につながるだけでなく、工事に伴う騒音・振動の発生時間が短縮され、近隣住民の生活環境の保全も図ることができます。 

 

東急電鉄は、環境への取り組みの一つとして、技術革新や一人ひとりの行動による省エネルギーの推進、再生可能エネル

ギーの活用・発電などを通じた脱炭素社会の実現を目指しており、この方針に基づいて鉄道工事におけるＧＸを推進していま

す。 

今後は、今回適用した「ハイプロダクリート」の実環境下におけるＣＯ２吸収量を調査し、ライフサイクルを通じたＣＯ２収支を

試算していく予定です。今後も東急電鉄および東急建設は、コンクリートのような建設材料に加えて、建設機械や燃料の脱炭

素化を進め、鉄道工事におけるＧＸを推進していきます。 

 

※１ 産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体を変革すべく、エネルギーの安定供給・経

済成長・排出削減の同時実現を目指す取り組み。 

※２ 国土交通省関東地方整備局による、建設現場の生産性向上を図る「ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ」を推進するための「技術（シーズ）マッチング」助成制度。 

公募新技術（シーズ）と、現場において解決したい課題（ニーズ）のマッチングにより、新技術の現場活用と産学官連携による技術研究開発の促進を目的としてい

る。 

※３ 日本の温室効果ガスの削減目標：「日本のＮＤＣ（国が決定する貢献）」として、国連気候変動枠組条約事務局に提出した温室効果ガスの削減目標。 

２０１３年度を基準に２０３０年度：４６％、２０３５年度：６０％、２０４０年度：７３％削減することを目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 
【本リリースに関するお問い合わせ先】 
東急電鉄株式会社 広報・マーケティング部 広報ＣＳ課  ０３－５４５９－５３４０ 
東急建設株式会社 

以上 


